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平成 29 年度介護事業経営実態調査の実施について（案） 

 

 

平成 29 年度介護事業経営実態調査（以下「実態調査」という。）については、平成 28

年度介護事業経営概況調査（以下「概況調査」という。）における見直し内容も踏まえて、

以下の基本的な考え方に沿って調査を行ってはどうか。 

 

１ 調査の目的 

各サービス施設・事業所の経営状況を把握し、次期介護保険制度の改正及び介護報

酬の改定に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査時期及び公表時期 

（１）調査時期 

    平成 29 年 5 月（平成 28 年度決算額を調査） 

参考：平成 26年度実態調査の調査時期は平成 26年 4 月 

（平成 26年 3月分の収支状況を調査） 

平成 28 年度概況調査の調査時期は平成 28 年 5 月 

（平成 26年度及び平成 27 年度決算額を調査） 

 

（２）公表時期 

    社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会における結果の公表は、

平成 29 年 10 月を予定。その後、介護給付費分科会に報告。 

参考：平成 26年度実態調査の公表時期は平成 26年 10 月 

 

３ 調査対象等 

（１）調査対象 

全ての介護保険サービス（平成 26年度実態調査と同様） 

なお、平成 28年４月に創設した地域密着型通所介護について、平成 29 年度実態

調査より調査対象サービスに追加している。 

 

（２）抽出方法 

層化無作為抽出法により抽出（平成 26年度実態調査と同様） 

 

（３）抽出率 

別表参照 

 

（４）調査項目 

   サービス提供の状況、居室・設備等の状況、職員配置、職員給与、収入の状況、

支出の状況 等 
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４ 調査の基本方針 

（１）調査票等について 

  調査票については、各サービスの収入及び支出等のデータについて引き続き漏れ

なく取得する必要があることから、平成 28年度概況調査の調査項目と同様とする。 

    また、第 126 回社会保障審議会介護給付費分科会（平成 27 年 12 月 14 日）におい

て取りまとめられた「介護事業経営実態調査等の見直しについて」を踏まえ、所要

の見直しを行うこととする。 

○ 平成 29 年度実態調査における新たな見直し内容 

・ 実態調査の調査対象期間を単月分から１年分に変更 

※ 概況調査の調査対象期間は 28年度調査より改定前後の２年分に変更済 

○ 平成 28 年度概況調査で既に見直し済であり、実態調査でも同様に見直す内容 

・ 長期借入金返済支出を新たに把握 

・ 国庫補助金等特別積立金取崩額の記載項目を移行 

 

（２）回収率及び有効回答率の確保策 

（参考）実態調査の有効回答率：23 年度調査 30.9% → 26 年度調査 48.4% 

概況調査の有効回答率：25 年度調査 41.7% → 28 年度調査 47.2% 

  ① 決算額の調査 

平成 29 年度実態調査より調査対象期間を単月分から１年分に変更し、決算額を

調査することにより数値の正確性を高めるとともに、記入者負担の軽減を図る。 

 

  ② 既存情報の活用 

平成 26 年度実態調査及び平成 28 年度概況調査と同様、既存情報（「介護サー

ビス施設・事業所調査」（厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当））を活用

することによって調査項目を限定し、記入者の負担を軽減する。 

 

③ オンライン調査の促進 

調査票の記入や提出の負担を軽減するため、紙の調査票による調査に加えて、

調査専用ホームページを利用したオンライン調査を引き続き実施するとともに、

オンラインによる回答の活用を推奨する。 

 

（３）抽出率の見直し 

   回収率及び有効回答率を確保するための方策に加えて、調査結果の精度の向上の

ため、抽出率の見直しを行う（別表参照）。 
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５ 具体的な調査項目  ※ 介護老人福祉施設票の例 

  調査項目については、調査年度の修正や形式的な変更を除き、平成 28年度概況調査

と同様の項目とする。 

○：調査している項目  －：調査していない項目 

（１）施設の概要 

調査項目 今回調査 
平成 28 年度 

概況調査 

平成 26 年度 

実態調査 
理由 

開設年月 ○ ○ ○ 平成 28 年度概況調査と同様に

調査。 
経営主体 ○ ○ ○ 

会計期間の状況 ○ ○ － 既存情報から取得できないた
め、平成 28 年度概況調査と同
様に調査。 会計の区分状況 ○ ○ ○ 

サービス提供の状況 ○ ○ ○ 支出項目の按分等に必要なた
め、既存情報から取得できない
項目について、平成 28 年度概
況調査と同様に調査。 

併設サービスの状況 ○ ○ ○ 

 

（２）建物の状況 

調査項目 今回調査 
平成 28 年度 

概況調査 

平成 26 年度 

実態調査 
理由 

建築延べ床面積 ○ ○ ○ 支出項目の按分等に必要なた

め、既存情報から取得できない

項目について、平成 28 年度概

況調査と同様の項目により引

き続き調査。 

入所部分、通所部分の各施
設・設備に係る延べ床面積 

○ ○ ○ 

上記以外の介護保険サービ
スに係る専用延べ床面積 

○ ○ ○ 

 

（３）職員数と職員給与 

調査項目 今回調査 
平成 28 年度 

概況調査 

平成 26 年度 

実態調査 
理由 

職種別職員配置の状況 ○ ○ ○ 

支出項目の按分等に必要なた

め、既存情報から取得できない

項目について、平成 28 年度概

況調査と同様の項目により引

き続き調査。 

職種別給料 ○ ○ ○ 

通勤手当 ○ ○ ○ 

賞与又は賞与引当金繰入 ○ ○ ○ 

退職給与引当金の実施、退
職金に関わる共済等への加
入の状況 

○ ○ ○ 

法定福利費（事業主負担） ○ ○ ○ 

 

（４）収支等の状況 

① 事業収入等 

調査項目 今回調査 
平成 28 年度 

概況調査 

平成 26 年度 

実態調査 
理由 

介護福祉施設介護料収入 

（収益） 
○ ○ ○ 

既存情報から取得できないた

め、平成 28 年度概況調査と同

様の項目により引き続き調査。 

居宅介護料収入（収益） ○ ○ ○ 

居宅介護支援介護料収入 

（収益） 
○ ○ ○ 
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調査項目 今回調査 
平成 28 年度 

概況調査 

平成 26 年度 

実態調査 
理由 

介護予防・日常生活支援総
合事業費収入（収益） 

○ ○ － 一部の会計基準の変更に伴い、

平成 28 年度概況調査より新た

に調査。 

保険外の利用料による収入 

（収益） 
○ ○ ○ 

既存情報から取得できないた

め、平成 28 年度概況調査と同

様の項目により引き続き調査。 

その他の事業収入（収益） ○ ○ ○ 

その他の収入（収益） ○ ○ ○ 

介護報酬査定減 ○ ○ ○ 

事業活動収入（サービス活
動収益）計 

○ ○ ○ 

 

② 財務活動等による支出 

調査項目 今回調査 
平成 28 年度 

概況調査 

平成 26 年度 

実態調査 
理由 

設備資金借入金元金償還金
支出 

○ ○ － 借入金の償還状況は既存情報

から取得できないため、平成 28

年度概況調査より新たに調査。 長期運営資金借入金元金償
還金支出 

○ ○ － 

 

③ 事業支出等 

調査項目 今回調査 
平成 28 年度 

概況調査 

平成 26 年度 

実態調査 
理由 

事業活動支出  

 人件費 ○ ○ ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存情報から取

得できないた

め、平成 28 年度

概況調査と同様

の項目により引

き続き調査。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経費 ○ ○ ○ 

 直接介護支出 ○ ○ ○ 

 給食材料費 ○ ○ ○ 

介護用品費 ○ ○ ○ 

保健衛生費 ○ ○ － 

消耗器具備品費 ○ ○ ○ 

車輌費 ○ ○ ○ 

光熱水費 ○ ○ ○ 

燃料費 ○ ○ ○ 

その他の直接介護支出 ○ ○ ○ 

一般管理支出 ○ ○ ○ 

 福利厚生費 ○ ○ ○ 

旅費交通費 ○ ○ ○ 

研修費 ○ ○ ○ 

通信運搬費 ○ ○ ○ 

事務消耗品費 ○ ○ ○ 

印刷製本費 ○ ○ ○ 

広報費 ○ ○ ○ 

修繕費 ○ ○ ○ 

保守料 ○ ○ ○ 
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調査項目 今回調査 
平成 28 年度 

概況調査 

平成 26 年度 

実態調査 
理由 

賃借料 ○ ○ ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存情報から取

得できないた

め、平成 28 年度

概況調査と同様

の項目により引

き続き調査。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 土地 ○ ○ ○ 

建物及び建物付属設備 ○ ○ ○ 

設備器械 ○ ○ ○ 

その他の賃借料 ○ ○ ○ 

保険料 ○ ○ ○ 

 自動車保険料 ○ ○ ○ 

その他の保険料 ○ ○ ○ 

租税公課 ○ ○ ○ 

   委託費 ○ ○ ○ 

 派遣委託費 ○ ○ ○ 

給食委託費 ○ ○ ○ 

送迎委託費 ○ ○ ○ 

清掃委託費 ○ ○ ○ 

その他の委託費 ○ ○ ○ 

雑費 ○ ○ ○ 

その他の一般管理支出 ○ ○ ○ 

 減価償却費 ○ ○ ○ 

 建物及び建物付属設備減価償却費 ○ ○ ○ 

車輌船舶設備減価償却費 ○ ○ ○ 

特殊浴槽減価償却費 ○ ○ ○ 

その他の減価償却費 ○ ○ ○ 

国庫補助金等特別積立金取崩額 ○ ○ ○ 

徴収不能額 ○ ○ ○ 

引当金繰入 ○ ○ ○ 

その他 ○ ○ ○ 

事業活動支出計 ○ ○ ○ 

 うち消費税課税対象支出計 ○ ○ － 

事業活動外収入 ○ ○ ○ 

 うち借入金利息補助金収入 ○ ○ ○ 

事業活動外支出 ○ ○ ○ 

 うち借入金利息 ○ ○ ○ 

特別収入 ○ ○ ○ 

特別支出 ○ ○   ○ 

 

 

うち会計区分外繰入金支出 ○ ○ ○ 

 うち法人本部に帰属する経費： 

役員報酬等 
○ ○ ○ 

 うち消費税課税対象支出計 ○ ○ － 

うち法人税等 ○ ○ ○ 

 



別表

平成26年度 平成23年度 平成20年度 平成28年度 平成25年度 平成22年度

　介護老人福祉施設 7,648  1/4  1/4  1/4  1/12  1/4  1/4  1/4

　介護老人保健施設 4,224  1/4  1/4  1/4  1/10  1/4  1/4  1/4

　介護療養型医療施設 1,285  3/5  1/2  1/2  1/4  1/2  1/2  1/4

　訪問介護 33,432  1/10  1/5  1/5  1/10  1/25  1/20  1/20

　訪問入浴介護 2,021  1/2  1/2  1/2  1/2  1/5  1/5  1/10

　訪問看護 10,436  1/10  1/5  1/5  1/10  1/25  1/25  1/40

　訪問リハビリテーション 3,956  1/2  1/3  1/3  1/10  1/7  1/20  1/20

　通所介護 23,133  1/10  1/5  1/5  1/20  1/25  1/20  1/20

　通所リハビリテーション 7,599  1/5  1/5  1/5  1/5  1/10  1/10  1/30

　短期入所生活介護 10,207  1/7  1/7  1/7  1/20  1/20  1/40  1/40

　特定施設入居者生活介護 4,831  1/4  1/3  1/3  1/10  1/5  1/10  1/20

　福祉用具貸与 7,311  1/2  1/2  1/2  1/2  1/25  1/30  1/60

　居宅介護支援 39,757  1/20  1/10  1/10  1/10  1/15  1/10  1/20

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護 684  1/1  1/1 － －  1/1  1/1 －

　夜間対応型訪問介護 183  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　地域密着型通所介護 20,686  1/10 － － － － － －

　　(再掲）療養通所介護 87  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　認知症対応型通所介護 3,708  1/2  1/2  1/2  1/5  1/10  1/10  1/20

　小規模多機能型居宅介護 5,072  1/2  1/2  1/2  1/5  1/12  1/10  1/10

　認知症対応型共同生活介護 13,096  1/12  1/10  1/10  1/20  1/20  1/10  1/10

　地域密着型特定施設入居者生活介護 302  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　地域密着型介護老人福祉施設 1,987  1/2  1/2  1/1  1/1  1/2  1/2  1/1

  看護小規模多機能型居宅介護 349  1/1  1/1 － －  1/1  1/1 －

※　本調査は、政府統計の一般統計調査であり、統計法に基づき総務大臣の承認を受ける必要があるため、総務省による審査の過程で
　　抽出率等調査事項に変動があり得る。

※　母集団数は「介護給付費等実態調査（平成28年８月審査分）」（厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当））の請求事業所数

平成29年度介護事業経営実態調査の抽出率について

母集団数 抽出率
介護事業経営実態調査 介護事業経営概況調査

参考
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